
被用者保険における格差の解消について  
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被用者保険間における格差の解消について  

1 社会保障給付を巡る環境：「改革努力の継続」  

社会保障給付については大幅に増加しており、今後とも増大し続ける  （1）高齢化等の進展に伴い、  

ものと見込まれており、そのための保険料・税負担も大きく増大することが見込まれる。  

（2）こうした状況の中、いわゆる「骨太の方針」に基づき、平成20年度の概算要求基準において、  

「年金・医療等に係る経費」については、自然増を7，500億円から2，200億円削減することとされて  

おり、この削減方策については、「予算編成過程において引き続き検討する」こととされている  

状況。  

2 これまでの医療制度改革の結果  

（1）給付（保険料、税負担）の抑制を図るため、患者負担は原則3割で統一、70～74歳もH20年4月から  

2割負担など、患者負担の引き上げをお願いしてきている。  

（2）診療報酬はネットで3回連続マイナス改定（H14▲2．7％、H16▲1．0％、H18▲3・16％）  

（3）国民皆保険を守るため、医療費適正化等の保険者努力を促しつつ、医療保険者間の助け合いを  

強化してきている。  

・新たな高齢者医療制度の創設（H20年4月）  

・国民健康保険において、都道府県単位の保険財政共同安定化事業を創設（H18年10月）  

・他方、被用者保険者間での、高齢者以外の部分については、格差解消の手立ては十分には講じ  

られていない状況   



3 被用者保険における格差が存在・拡大   

被用者保険間では、以下のような、保険者努力の及ばない格差が存在し、拡大している。  

（1）健保組合と政管健保の報酬水準の格差（H17総報酬 健保平均555万円‥政管385万円）  

（2）健保組合と政管健保の保険料率の格差  
（H17決算見込み 健保平均約74％。‥政管82％。。健保組合は事業主負担割合が高い）  

（3）健保組合間の格差（H18予算へヾ－ス 料率約31％0～約96％0）  

（4）共済組合との格差（H17共済組合の平均料率 約69％0）  

－1  

4 格差の解消方策  

（1）格差拡大の現状に鑑み、被用者医療保険間の格差解消を図る必要。  

ただし、国家財政が極めて厳しい状況の下、政管健保への国庫補助による格差解消は限界0  

（2）サラリーマン相互の助け合いを強化する方策として、  

65歳未満の医療費について、 被用者保険間で財政調整を行うことが考えられるのではないか。  

その際、保険者の自主・自立性を尊重する観点から、例えば医療費の2分の1について  

財政調整を行うことが考えられるのではないか。また、所得等の保険者努力の及ばない要因  

を調整する一方、医療費適正化努力が保険料率に反映される仕組みとすることが考えられる  

のではないか。  

（3）このような制度改正が実現すれば、結果として、求められている歳出改革のための財源  

が得られることなり、保険者努力の促進や、長年を掛けて追求してきた ト元化」（給付と  

負担の公平化）の方向性にも沿うものとなる。   

」」   
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＼  

仮に、65歳未満の者に係る医療給付真の1／2を調整対象とする場合のイメージ…                                                                                                                                                                                                                                    t  
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（参考）  政管健保の都道府県単位保険料率について  

所得水準の低い県ほど、同  ○都道府県単位保険料率では、年齢構成の高い県ほど医療責が高く、保険料率が高くなり、また、   

じ医療責でも保険料率が高くなることから、全国健康保険協会においては都道府県支部間で年齢調整・所得調整を行うことと  

なっている。  

○今後、施行に当たっては、都道府県単位保険料率の算定基準等を政省令等で定める必要がある。  

都道府県単位保険料率（改正後）：年齢構成が高く、所得水準の低いA県の例  全国一本の保険料率（現行）  

各都道府県の保健  

事業等に要する保  

険料分を合算  
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後期高齢者支援金  
など全国一律で賦  

課される保険料分  

を合算  

（※）都道府県単位保険料率になることで、保険料率が大幅に上昇する場合には、激変緩和措置を講ずる。  
（※）平成20年10月の協会の設立時においては従前の全国一律の保険料率を適用することとなっており、   
協会設立後1年以内に都道府県単位保険料率に移行することとなっている。  
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第27回社会保障審議会医療保険部会  資料  

3【2  平成19 年 9 月 2 0 日   

平成20年度 予算概算要求について   



◎骨太の方針2007（経済財政改革の基本方針2007）（抄）  

屠∫＿夢2㌣掛紀蓼行好摩システムの膚案■  

戦後レジームから脱却するために最も重要な課題は行政システム、財政システムの  

改革である。官主導、中央主権型政府からの脱却を図り、人口減少社会やグローバ  

ル化に対応した21世紀型の行財政システムを構築しなければならない。   

そのため、第1に、後世代に負担を先送りしないために、財政健全化の一里塚として、  

「草本方針2006」で示された歳出・歳入一休嘆革を確実に実現すな第2に、基本哲  

学を踏まえ、抜本的な税制改革を行う。第3に、予算編成を戦略的かつ効果的なもの  

とするために予算制度改革を行う。第4に、公務員制度を根本から改革し、公務員が  

誇りと意欲を持ち、かつ国民から信頼される制度にする。第5に、21世紀にふさわしい  

行政機構の抜本的な改革、再編に向け、行政のスリム化を進めるとともに、政府の機  

能全体を見直す。その第一歩として、独立行政法人の整理・合理化や政府資産債務  

改革を行う。第6に、道州制を含む本格的な地方分権改革を行う。  

1．歳出・歳入一体改革の実現  

（成長なぐし瀦2啓全化なレの度合の下1歴務成長率を鼎苧Lつつ、厨房貞超  

の慶小舟を夢一のタ雛、慶β皮革仁虎雄れそれで占船Lきれか一考孝尿摩  

や少子化など7ご伴ク負忍膚ムニ対Lて1貨、＿安定財顔を虜床L、将束好作へJク卓彦の克  

彦クを行わ岬こぅLた虜猪みをぎめ、2♂ノノ牢；哲におげ石屋抑●  

＿君の題字焙や、2クJ♂牢揮半ばた向げての！賢彦抑比棚な釘下脾どこ  

儲と威ノ晩／に居められた中棚定全化のβ新藤穿に轟鎗すち。   

その炭、償穿とj軌晩／仁潜って∵各年度■の予算が財産慮全化の中腰唱層■の虜昇な  

虜成と整合／汐て㌔あるかどうかあ窟炭する。克た、虜訝や社会炭層制度等切懐肇㌍当使  

ってぼ、好托厨・好稚内各層への影響／ごついて点線す最  

【改革のポイント】  

1．真に必要なニーズにこたえるための財源の重点配分を行いつつ、  「基本方針  

2006」で示された5年間の歳出改革を実現す包そのため、主要な分野について  

制度改革等の道筋やその取り組みを示す。  

2．平成20年度予算は、この歳出改革を軌道に乗せる上で極めて重要な予算である  
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ことから、歳出全般にわたって、これまで行ってきた歳出改革の努力を決して緩  

めることなく、国、地方を通じ、引き続き「基本方針 2006」に則り、最大限の削減  

を行う。  

3．「進路と戦略」で示した予算編成の原則に沿って、「新たに必要な歳出を行う際は、  

原則として他の経費の削減で対応する」、「税の自然増収は安易な歳出等に振り  

向けず、将来の国民負担の削減に向ける」など、規律ある財政運営を行う。  

4．こうした歳出改革の取り組みを行って、なお対応しきれない社会保障や少子化など  

に伴う負担増に対しては、安定財源を確保し、将来世代への負担の先送りは行  

わない。  

＜中略＞  

なお、「基本方針 2006」に示されたとおり、平成23年度までの5年間に実施すべき  

歳卿な  

と」それぞれの分野が抱える特殊事情や既に決まっている制度改革時期とも連動さ  

せ、また、歳入改革もにらみながら、5年間の間に必要な対応を行うという性格のもの  

である。  

◎骨太の方針2006（経済財政改革の基本方針2006）（抄）  

別紙   

社会保障  

○今後とも高齢化の進展等に伴い、社会保障給付に？いては大巾引こ増力ロし、その   

ための保険料税負担も本きく増大していくことが見込まれる旦  

○ こうした中、社会保障制度が国民の安心や安定を支えるセーフティーネットとして   

の役割・機能を将来にわたり果たし続けていくためには、制度自体の持続可馳   

安定性を確保していくことが何より重要であり、そのためには、現役世代甲負担が過   

度のものとならないよう社会保障制度全般にわたり不断の見直しを行い、セーフティ   

ーネγトとして求められ卿ことが必要とな   

る。  

○ また、政府・与党の公約である2010年代初頭の基礎的財政収支の黒字化を実現   

するために、政府全体の歳惑を聖域なく厳しく見直し、増税額を出来る限り小さくす   
ることを目指す中で、国の一般歳出の4割を超える水準にあり、また高齢化の進展  
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等により今後増加が見込まれる社会保障についても、国民の理解を前提としつつも   

ー定の歳出の抑制努力は避けられない。  

○ 社会保障については、これまで各般の改革を行ってきたところであるが、以上のよ   

うな観点を踏まえれば、今後5年間においても、次に掲げる事項を含め改革努力を   

継続していく必要がある。  

＜雇用＞（略）  

＜生活保護＞（略）  

＜介護＞（略）  

＜医療＞  

・今回の医療改革により、医療給付費のための保険料・税負担について、足下の期   

間では相応の抑制が実現した。しかしながら、それでもなお、経済の伸びを上回っ   

て給付費が増大することが見込まれており、保険料・税負担も増大していくものと予   

想される。  

・中期的な視野に立って、医療保険制度の持続可能性・安定生を確保し、現役世代   

の負担が過度のものとならないようにしていくためには、更なる改革が不可避であ   

り、2011年度までの間には、更なる給付の重点化・効率化に取り組むことが必要で   

ある。  

・具体的には、医療保険制度改革の直後であることも踏まえ、今後5年間の幅の中   

で、公的給付の内容・範囲及び負担と給付の在り方、並びに救急医療、小児・産科   

などへの対応を含めた診療報酬の在り方について見直しを行う。  

○ また、上に述べた分野別の見直しに加えて、社会保障番号の導入など社会保障   

給付の重複調整という視点からの会買うなどについても検討を行う。  

○ 以上のような取り組みを通じ、過去5年澗の改革（国の一般会計予算ベースで▲  

1．1兆円（国†地方合わせて▲1．6兆円に相当）の伸びの抑制）を踏まえ、今後5年   

間においても改革努力を継続することとする。   



平成20年度予算の全体像に向けて  
（平成19年8月6 日諮問会議民間議員資料）  

3．平成20年度予算の骨格   

②社会保障   

・ 年金管理等に対する国民の不信感を払拭するよう期限を設け取り組む。これ  

により新たに必要となる費用については、追加的な国民負担が生じないよう対  

応する。   

・ 国民が自らの給付と負担の情報等を容易に入手・管理できる仕組み（社会保  

障カード（仮称）等）を検討する。   

・ 医療・福祉等について、メリハリを効かせつつ、医師確保対策など国民のニ  

ーズに応えた質の高いサービスを安定的に提供すべく取り組む。   

・診療報酬の見直しを図るとともに、「医療・介護サービスの質向上・効率化プ  

ログラム＿】に定めた目標の実現に向けて、実効性のある改革の取組を進め、平  

成20年度予算から順次反映させる。  

三払らにより、巨峰⊂3200  

億円程度二Iの抑制を行う。なお、「医療・介護サービスの質向上・効率化プログ  

ラム」を踏まえ、平成19年内に「基本方針2006」を達成するための道筋を示  

す。  

「平成20年度予算の全体像」  

（平成19年8月7日経済財政諮問会議取りまとめ）  

3．平成20年度予算の骨格   

②社会保障  

年金管理等に対する国民の不信感を払拭するよう期限を設け取り組む。これ  

により新たに必要となる費用については、追加的な国民負担が生じないよう対  

応する。   

・ 国民が自らの給付と負担の情報等を容易に入手・管理できる仕組み（社会保  

障カード（仮称）等）を検討する。   

・ 医療・福祉等について、メリハリを効かせつつ、医師確保対策など国民のニ  

ーズに応えた質の高いサービスを安定的に提供すべく取り組む。   

・診療報酬の見直しを図るとともに、「医療・介護サービスの質向上・効率化プ  

ログラム」に定めた目標の実現に向けて、実効性のある改革の取組を進  

これらにより、国噛  

億町程度）卿。  

なお、「医療・介護サービスの質向上・効率化プログラム」を踏まえ、平成   

19年内に「基本方針2006」を達成するための道筋を示す。  
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平成20年度 厚生労働省所管予算に係る概算要求基準について  

㌢ 公共事業固唾豊   

前年度予算額▲3％以内に抑制   
ただし、要望は、（前年度予算▲3％の額（亡要望基礎籠））×120％  
まで可能．  

旦▲及び2・ 
壷 

○科学技術振興費：   

前年度予算額を上限   
ただし、要望は、（前年度予算額（＝要望基礎額））×120‘％まで可能   

○その他：   

前年度予算額▲3％を上限   
ただし、要望は、（前年度予算▲39もの額（＝要望基礎額））×120％  
まで可能   

4．重点施策推進要望   

成長力の強化、地域活性化、一環境立国戦略、教育再生、生活の安全・安   
心等、「基本方針2007」に示された重点施策のうち、新規性や政琴効   
果が特に高い事業について、要望基礎額の4．5％を加算  

5．予算配分の重点化促進のための加算   

予算編成過程において、総額500億円の範囲内で予算措置の総額に加算  

6．予算編成過程における別途検討事項蔓   

○基礎年金国庫負担割合引き上げに係る経費   

○少子化対策につき国が負担することとなる▲経糞   

○新たな年金記録管理体制の確立に係る経章  等  
※中国残留邦人に対する新たな支援（年金保険料の追納分）に係る経費に   
つ‘いては、特殊要因として概算要求基準に加算  
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第27回社会保障審議会医療保険部会  資料  

3－3  平 成19 年 9 月 2 0 日   

平成18年医療制度改革の  

概要について   



後期高齢者医療制度の運営の仕組み（平成20年度）  

075歳以上の後期高齢者については、その心身の特性や生活実態等を踏まえ、平成20年度に独立した医療制度を創設する。  

○財源構成は、患者負担を除き、公費（約5割）、現役世代からの支援（約4割）のほか、高齢者から広く薄く保険料（1割）を   

徴収する。  

○現役世代からの支援は、国保（約4，100万人）・被用者保険（約7，300万人）の加入者数に応じた支援とする。  
○後期高齢者の心身の特性等にふさわしい医療が提供できるよう、新たな診療報酬体系を構築する。  

＜対象者数＞ 75歳以上の後期高齢者 約1，300万人  

＜後期高齢者医療費＞ 11．9兆円（平成20年度概算要求ベース：満年度）  

給付費10．8兆円  患者負担1．1兆円  

【全市町村が加入する広域連合】  

担  

立白     五 色  

公費（約5割）  

〔国：都道府県：市町村＝4：1：1〕  

各医療保険（健嘩、国保等）の被保険者  

（0～74歳）  

被保険者  

（75歳以上の者）  

（注1）現役並み所得者については、老人保健法と同様に公費負担（50％）はないため、実質的な公費負担率は46％、後期高齢者支援金の負担率  
は44％となる。  

（注2）国保及び政管健保の後期高齢者支援金について、各々50％、16．4％の公費負担があり、また、低所得者等の保険料軽減について公費負担  
があり、これらを含めた公費負担率は58％となる。  
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前期高齢者医療費に関する財政調整（平成20年度）  

065歳から74歳の前期高齢者については、国保・被用者保険の従来の制度に加入したまま、前期高齢者の偏在による保険  

者問の負担の不均衡を、各保険者の加入者数に応じて調整する仕組みを創設する。  

＜対象者数＞65へ′74歳の前期高齢者 約1，400万人   

＜前期高齢者給付費＞ 5．3兆円 （平成20年度概算要求ベース：満年度）  

83％  17％  

制度間の不均衡の調整のため、  

75歳未満の加入者数に応じて負担  

39％  61％  

（注）前期高齢者に係る後期高齢者支援金（0．6兆円）についても、同様の調整を行う。  
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・高額医療費共同事業の内容  保険財政共同安定化事業   
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